
明治学院大学社会学部設立50周年記念市民講座 

～社会的孤立問題を考える～ 

 

 
 
 
 

 
●課題提起2：河合克義 
  明治学院大学社会学部教授 
  前港区政策創造研究所所長 
 

港区をはじめ全国各地で高齢者に関する調査を実施。 
著書「大都市のひとり暮らし高齢者と社会的孤立」 
（2009年法律文化社）「社会的孤立問題への挑戦」 
(2013年法律文化社）ほか 
   

 
 
 

ひとり暮らし
高齢者調査

から 

 私のフィールドは、社会福祉と地域との関係、特に地域生活問題です。地域
といっても、都市部と地方都市、過疎地、農山村、離島など、地域によって状
況が違います。特に研究領域としては、高齢者の問題、高齢者が暮らしていく
上での基盤についてであり、研究方法として地域調査を重視してきました。 
 これまで世田谷区、港区、葛飾区、江東区などの都市部、君津市などの地方
都市、山形県の全市町村、離島の読谷村、宮古島市等で、高齢者調査を行って
きています。 
 



 高齢者の孤立死が非常に問題とされ、また最近は、高齢者の貧困問題がひとつ
のブームになって雑誌、週刊誌等で特集しています。 
 東京23区だけを見ても、高齢者が自宅において一人で亡くなり発見されない人
が、2002年に1,400人だったのが、2012年に約2,700人となり、現在では3,000人
超えていると思います。東京23区でも、まさに孤立状態の究極といえる、一人で
亡くなり発見されない事態が進んでいます。高齢者をめぐる孤立問題が発生する
背景をどう捉えるか。 
 その背景として、第１は家族の形態が変わってきたことがあると思います。か
つては同居世帯が多かった。1980年時点では、同居率が50％だったものが、2012
年には15.3％となっています。その結果、夫婦のみ世帯・単身世帯が増えていま
す。 
 子どもが親の年金を頼って暮らす親子世帯を、NHKが2015年8月30日の「NHKス
ペシャル」でとりあげました。札幌市厚別区では、回収数約1,800ケースの調査
が実施されています。NHK札幌の2015年9月25日放送の「北海道クローズアップ」
でもとりあげています。このような親子世帯の問題への注目も、所在不明高齢者
の問題で火がつき、港区でも深刻な状況があります。日本の家族関係が大きく変
わり、かつての家族で支えるという形態がかなり変わっています。家族関係のあ
り方を考える必要があるのではないかと思います。 
 背景の第２は地域社会の問題です。都市部と農村地域・地方を比較しても、地
域ネットワークの状況は異なります。特に近隣との交流の度合いが非常に違いま
す。都市の方が、ネットワーク関係はよくありませんが、地方に問題がないかと
いうとそうでもない。この地域関係をどう捉えるか、地域の支えをどう考えるか
が、課題となっています。 
 第３は、生活の基盤です。「下流老人」（藤田孝典著・朝日新聞出版）という
本が売れています。この本が提起する高齢者の貧困問題も考えなくてはいけませ
ん。私は、高齢者のいる世帯、特に孤立問題との関係から、最初はひとり暮らし
高齢者の調査から始めました。 
 
 

 





＜都道府県別ひとり暮らし高齢者の出現率＞の図表から、ひとり人暮らし高齢
者の全国的な分布がわかります。ひとり暮らし高齢者が多い地域とそうではな
い地域があります。多い地域は、都道府県では、鹿児島県、東京都、大阪府、
高知県です。逆に、ひとり暮らし高齢者の出現率が低い地域は山形県、新潟県、
福井県、富山県です。 

  
 



  
 ＜地域類型別自治体のひとり暮らし高齢者出現率の年次推移＞の表では、全
自治体の出現率を集計した上で、上位30位を取り上げ、地域類型別に見ていま
す。さらに国勢調査の1995年、2000年、2005年、2010年の推移をみています。
大都市では、1995年に大阪府の2自治体だけでしたが、2010年には16自治体に
増えています。過疎地と離島が少なくなり、島が18から11へ、過疎地が10から
3になっています。これは町村合併の影響です。例えば、長崎県高島町は、長
崎市に合併されて平均化され、それまで全国第2位でしたが、2010年国勢調査
では350位になりました。しかし旧高島町の地域に高齢者が多い状態は変わり
ませんが、統計上は合併により上位から消えてなくなりました。 
 私は、港区で20年前からひとり暮らし高齢者の調査に関わってきています。
1995年、2004年、2010年の３回の調査を重ねてきています。1995年、2004年は
港区社会福祉協議会が調査主体でしたが、2011年調査は、港区政策創造研究所
（所長は河合克義）が調査主体です。2004年と2011年調査は訪問による事例調
査も行いました。 
 横浜市鶴見区では、2006年に調査を行うことができました。ひとり暮らし高
齢者が住民票上12,000人いましたが、民生委員がその全数を訪問し、実質ひと
り暮らしの約6,000人の高齢者に調査票を配布したのです。 
 また、山形県での全市町村での調査は、ひとり人暮らし高齢者20％抽出で、
回収率が95％という素晴らしい結果を得ることができました。 
 
 



 さて、調査結果を見てみましょう。港区は、1995年時点では、前期高齢者が
60％、後期高齢者が40％、6：4でしたが、2011年に逆転しました。都市部でも後
期高齢者が増えていることが、調査でも見えてきます。 
  
 住宅について、港区は半分が持ち家、地方は9割が持ち家です。全国的には、
住宅をどう考えるのかが非常に大きな課題です。東京、大阪は、公営住宅がそれ
なりにあります。港区のひとり暮らし高齢者の場合、公営住宅に住む人は2割半
ぐらいです。ところが、それ以外の地域は公営住宅の割合が低いのです。特に年
間収入の低い層の高齢者は、住宅問題が非常に深刻です。 
 横浜市でも、例えば生活保護受給の高齢者は、住んでいる地域で住宅を見つけ
られず、寿町に送り込まれています。川崎市の簡易宿泊所で火事があり、9人亡
くなりましたが、ほとんどが生活保護世帯でした。 
 底辺の住宅問題は、日本の場合非常に大きな問題です。国際的な比較では、日
本の公営住宅が少ないことが問題です。 
 ＜ひとり暮らし高齢者の生活累計と因子得点の対応表・生活類型ごとの因子得
点＞表の通り、孤立状態や貧困状態にある人を量的に把握するため、港区の2011
年調査に基づき、健康状態、収入、貯金額、外出頻度と意識等の18項目を多変量
解析し、因子分析をし、さらに各個別ケースの因子得点に基づき類型化しました。
その結果、多重困難型から生活安定型まで、5類型になりました。表のとおり、
多重困難型が16.7％、3番目の経済困難型が15.3％でした。他方、生活安定型は
全体の約4分の1となっています。 
  



 港区のひとり暮らし高齢者の場合、類型1の多重困難型と類型3の経済困難型を
合わせると3割になります。この3割は孤立していると言えます。持ち家率、健康
状態、社会参加状況等を、安定層とそうではない層で比較すると大きな差が見え
てきます。例えば、健康ではない人の割合は、類型1では約5割ですが、類型5で
は僅かに3.9％でしかありません。両者に大きな差があります。 
 農山村と都市での生活水準の差について見てみましょう。港区の生活保護基準
は年間収入150万円、生活保護受給による減免を加味して年間200万円で線引きす
ると、つまり200万円以下の人が56％を占めているのです。反対に年間収入400万
円以上の人は、14％です。山形県ではどうでしょうか。生活保護基準（年間収入
120万円）以下が44％ですが、同様に生活保護基準相当額として年間収入150万円
で切ると、港区と同じ56％となります。山形県のひとり暮らし高齢者の56％は、
生活保護基準以下の生活をしているということです。このように、都市部と農山
村の違いを超えて、ひとり暮らし高齢者の半分強が生活保護基準以下の生活をし
ているのです。反対に年間収入400万円以上は、山形県では1.7％でした。港区の
14％が特異を言ってもよいでしょう。東京23区でもこんなに高い所はありません。 
 ところで、事例から生活の現実を見ると、孤立状態は、高齢期になって突然訪
れるものではなく、若い頃からの仕事の問題、つまり不安定な仕事をしてきたこ
との結果としてあることが見えてきます。 
 事例のAさんは、とび職です。働いている時期は堅実な生活をしてきましたが、
仕事ができなくなり病気になって貯金を使い果たし、現在は生活保護を受けてい
ます。独身で、地域との関係も全くありません。事例のBさんも中学校卒で、北
海道の缶詰工場や富山県のダムの現場で働き、30歳ごろに川崎に転居、配管工と
して働きました。年金は7万円、3万5千円が家賃です。独身で、地域関係も親族
関係もない。経済的に大変で、お風呂もありません。 
 港区調査の結果、孤立している人たちに対し、何らかの対応が必要だろうとい
うことで、港区は、病院に行っていない、介護保険制度を利用していない、福祉
サービスを利用していない高齢者をリストアップし、新設のふれあい相談員が全
数訪問しています。もうひとつは、買い物困難に対し、買い物支援システムを作
りました。 
  



 
 
 
 
 政策課題として、わたしは次のことを強調しておきたいと思います。我が国の場合、
高齢者領域では、高齢者の制度として、社会保険制度である介護保険ばかりが肥大化
して、それ以外の福祉サービスが縮小してきました。介護保険サービスを利用してい
る高齢者は15％ぐらいです。実は、あとの8割以上の高齢者の中で孤立や貧困問題が起
きているのです。ここに政策的な大きな問題があります。とりあえず、ふれあい相談
員のようなアウトリーチのシステムを、本来ならば国の制度として、全自治体に拡げ
ることが重要であることのみ言っておきたいと思います。また、根本問題として地域
の再生、地域経済の課題が背後にあるのではないでしょうか。家族、地域のあり方に
大きな影響を与えてきた要素です。 

 
 
   

 


